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はじめに 

 いじめとは、児童に対して、当該児童が在籍する学校に在籍している等当該児童と一定の人的関係にある他の

児童が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当

該行為の対象となった児童が心身の苦痛を感じているものをいう。 

いじめは、「どの学校でも、どの学級にも、どの児童にも起こりうる」という基本認識に立ち、本校では、武蔵

野市いじめ防止基本方針および教育委員会の指導のもと、市関係機関と連携して本方針を運用する。 

 

【方針１】すべての児童が安心できる学校風土を実現する 

１． 多様性に配慮した認め合う学校・学級づくり 

学校行事や生活のきまりの見直し等において、委員会を中心とした自治的活動を推進するとともに、児童 

が学校生活の改善に主体的に関わる機会を設ける。寄せられた意見や要望は、少数意見であっても丁寧に受

け止め、検討・改善につなげる。こうした経験の積み重ねを通して、児童が学校生活の課題を自ら考え、互

いを認め合いながら解決しようとする態度を育て、いじめを生まない学校風土の形成を図る。 

２．魅力ある授業の実現 

分かりやすい授業を通して基礎的・基本的な学力の定着を図り、学習への達成感や成就感を育て、児童が

主体的に学ぶ授業づくりを進める。 

一人一人の学習状況や興味・関心に応じた指導を重視し、学級全体で課題を共有しながら学び合う授業を

通して、互いを認め合い安心して学べる環境を整える。 

学習者用コンピュータ等を活用し、自分に合った学び方を選択しながら考えを表現し、友達と意見を共有・

検討する活動を取り入れ、主体的・対話的で深い学びの実現を図る。なお、学習者用コンピュータにおける

児童間のやり取りの見守りに当たっては、情報モラルやデジタル・シティズンシップの視点に基づき、デジ

タル社会における適切な振る舞いを学ぶ教育的指導の場として捉える。 

各種調査や学校評価の結果を活用し、児童が感じている安心感や学びの実感を把握し、「やってみたい」

「できた」「分かった」という学びの実感を大切にした授業づくりを推進する。 

これらを踏まえ、児童の実態に応じた指導の工夫や支援の在り方を検討し、ＰＤＣＡサイクルに基づいた

継続的な授業改善を進める。 

３．人権意識や規範意識を育てる指導 

市子どもの権利擁護センター等の関係機関と連携し、年間を通じた道徳科の授業や道徳地区公開講座等を

通して、児童が自他の権利について理解を深める機会を設ける。保護者とともに学ぶ場を設定し、学校・家

庭が一体となった人権意識の醸成を図る。 

人権教育に関する校内研修や事例共有を継続的に行い、教職員の人権感覚を時代や社会の変化に即して更

新し、児童の小さな変化に気付き、適切に対応できる指導力の向上を図る。 

 

 

 

桜野小 いじめ防止の学校標語 

「いじめをしない・させない・しらんふりしない」 
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４．適切な援助希求の促進 

教育相談やいじめの早期発見・対応に関する校内研修を計画的に実施し、教職員の感度を高める。児童が

安心して相談できる関係づくりと環境整備を進める。 

養護教諭、スクールカウンセラー、校内別室支援員等による校内相談体制を整備し、教育支援センター等

の外部機関と連携して、児童や保護者が安心して相談できる環境を構築する。 

計画的な面談や相談機会を設け、相談することの大切さや方法を継続的に指導する。 

５．安心できる学校をつくるための保護者・関係機関との連携 

児童の小さな変化や気になる様子に気付いた際には、早期に学校へ相談することが児童を守ることにつな

がることを、保護者や地域に継続的に発信する。年度当初の保護者会や学校だより等を通して学校いじめ防

止基本方針を周知し、家庭と学校の役割を共有する。 

開かれた学校づくり協議会において、いじめの問題を議題として取り上げ、地域と共通理解を図りながら

未然防止の取組を進める。警察（スクールサポーター）や民生児童委員等の地域関係機関と定期的に情報交

換の場を設け、児童を多面的に見守る体制を充実させる。 

６．学校評価を活用した学校いじめ防止基本方針の見直し・改善 

学校評価を活用し、本方針の見直しと改善を継続的に行う。年度当初には取組状況を検証する視点から、

校内研修やいじめに関する授業の実施状況、学校独自の取組等を評価項目に位置付け、ＰＤＣＡサイクルに

基づいた改善を進める。 

児童・保護者アンケートや教職員による自己評価、学校関係者評価の結果を分析し、いじめ防止の取組を

多面的に振り返る。その成果と課題を次年度の学校いじめ防止基本方針に反映し、継続的かつ実効性のある

取組の充実を図る。 

 

【方針２】いじめ問題への理解・未然防止に努める 

１．いじめを許さない指導の充実 

年３回以上「いじめに関する授業」を実施し、いじめに該当する行為やその影響を具体的に指導すること

で、すべての児童に対していじめは決して許されない行為であることの理解を図る。 

６月・１１月・２月を「ふれあい月間」と位置付け、児童がいじめの問題を自分事として捉え、考え、議

論する活動を計画的に推進する。いじめの実態把握や指導状況を点検し、学校としての取組の充実と改善に

つなげる。 

２． 児童の主体性を育む指導 

いじめを見聞きした際に見て見ないふりをせず、「止める・知らせる」など状況に応じて適切に行動でき 

る力を育成する。校長講話や委員会活動、学級での取組等を通して、児童が自ら考え、判断し、行動する態

度を育成する。 

いじめ防止基本方針を掲示したポスターに学校や学級の目標を書き込み定期的に更新し、いじめの問題を

自分事として捉え続けられる環境を整える。 

道徳科や特別活動を中心に、いじめの具体的な場面を想定した話合いを行い、「いじめをしない・させな

い・しらんふりしない」行動につなげる。 

３．教職員の資質向上 

いじめの構造や対応についての理解を深め、自身の人権意識や日常の言動を振り返り、児童一人一人を尊

重した指導の在り方を継続的に見直す。 

気付いた段階で速やかに管理職へ報告し、組織的に対応する意識を徹底する。 

いじめ問題に関する校内研修会を学期に１回、年間３回実施し、具体的事例の共有や対応の在り方の確認

を通して、教職員の対応力の向上を図る。 
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【方針３】迅速・確実な組織的対応を徹底する 

１． いじめの早期発見と組織的対応体制の確立（下記図 参照） 
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２．いじめの早期発見 

日頃から児童の小さな変化に気付き、複数の教職員で児童を見守る体制を整える。いじめの疑いがある場

合には、判断前であっても速やかに情報共有を行い、組織的な対応につなげる。 

定期的な個人面談や「ふれあいアンケート」（６・１２・２月）を実施し、担任・スクールカウンセラー・

養護教諭が連携して聞き取りや見取りを行い、的確なアセスメントに活用する。 

チェックリストを参考に「体・行動・人間関係」の視点から児童を継続的に観察し、早期の気付きに生か

す。 

いじめを発見した場合は翌開庁日以内に学校いじめ対策委員会へ報告し、速やかに委員会を開催して対応

方針を決定する。 

３．学校いじめ対策委員会を核とした対応 

管理職を含む学校いじめ対策委員会を中核として組織的に対応する。教職員は問題を抱え込まず、速やか 

に報告・連携し、学校全体で対応する。 

委員会は年間計画の作成・実行・検証・改善を担い、平時からの備えや情報共有を行う。いじめの疑いが

生じた際には速やかに委員会を開き、事実確認、指導・支援体制の決定、保護者との連携までを一体的に行

う。委員の招集に当たっては、管理職の判断により、出席可能な委員のみであっても翌開庁日以内の開催を

優先し、迅速な初動対応を決定する。   

４．いじめへの具体的な対応 

関係児童や保護者等への聞き取りや資料収集を行い、事実関係を把握・記録・共有する。加害児童には行

為を止める指導を行い、背景を踏まえた支援を継続する。被害児童には安全確保と心情に寄り添った支援を

行う。 

保護者へ迅速かつ継続的に情報提供し、学校と家庭が連携して対応する。解消の判断は学校いじめ対策委

員会で総合的に検討し校長が行い、その後も継続して見守る。 

５．児童・保護者からの相談体制の構築 

相談窓口や手順を明確にし、学校だよりや保護者会、ホームページ等で周知する。スクールカウンセラー

や外部専門職と連携し、相談内容に応じた支援につなげる。 

 

【方針４】いじめを深刻化させない専門的・継続的な連携体制を構築する 

１．関係機関と連携した支援 

対応困難な事例は、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、弁護士、医師、警察等の専門

機関と連携し、多面的な支援を行う。犯罪行為に該当する場合や重大な被害が生じるおそれがある場合は、

速やかに関係機関へ通報・相談する。 

平常時から連絡体制や情報共有の仕組みを整備し、事案発生時に円滑に連携できる体制を構築する。 

２． 重大事態への対処 

重大事態が発生した場合は、「いじめ防止対策推進法」に基づき速やかに調査と必要な措置を講じる。被害

児童の安全確保を最優先とし、教育委員会への報告、外部専門家の協力、保護者への丁寧な説明と継続的な

支援を行う。 
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